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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。 

持分法適用関連会社であるFUJIX INTERNATIONAL Co.,Ltd.の増資を引受けることにより株式を追加取得

し、連結子会社(アジアセグメント)としております。 

この結果、平成25年12月31日現在では、当社グループは、当社及び子会社10社により構成されることと

なりました。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期 

第３四半期 
連結累計期間

第65期 
第３四半期 
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 4,687,021 5,163,511 6,168,284

経常利益又は経常損失(△) (千円) 41,407 △6,519 △14,507

四半期純利益 
又は四半期(当期)純損失(△)

(千円) 18,539 △54,207 △31,701

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 98,681 399,924 359,564

純資産額 (千円) 8,364,731 8,990,567 8,601,473

総資産額 (千円) 10,021,440 11,186,919 10,517,809

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) 2.69 △7.87 △4.60

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.5 74.7 77.5
 

回次
第64期 

第３四半期 
連結会計期間

第65期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△)

(円) 8.63 △1.34
 

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、引き続き円安・株高が進行し、輸出関連企業を中

心に企業業績も回復傾向にありますが、一方では、円安に伴い、食料品をはじめとする生活必需品の価

格やエネルギーコストが上昇傾向になるなど、経済の先行きや個人消費の動向は不透明感が拭えない状

況で推移しました。 

また、海外におきましては、先行きの不透明な中東情勢に加え、中国をはじめとするアジア地域の新

興国経済の下振れリスクが懸念される状況となっております。 

当縫い糸業界は、衣料品の一部には消費回復も見られますが、全般には消費者の節約志向が依然根強

く、手作りホビーの分野も含めてデフレ傾向から脱却できない上に、中国での人件費の上昇、輸入原材

料やエネルギーコストの上昇が製造原価を押し上げるなど、特に生産面において厳しい状況が続いてお

ります。 

このような環境の中、当社グループは、アジア事業においては、課題への取り組みの成果に円安によ

る影響も加わって増収となったほか、国内においても昨秋実施した工業用縫い糸の価格改正に伴う駆け

込み受注が寄与して、当第３四半期連結累計期間の売上高は5,163百万円(前年同期比10.2％増)となり

ました。 

しかし利益面では、国内事業においては販管費の減少もありましたが、輸入原材料価格やエネルギー

コストが上昇して製造原価を押し上げたほか、アジア事業においては、円安による為替差損や人件費の

上昇、事業拡大に伴う先行的経費負担などもあって、営業損失は22百万円(前年同期は13百万円の利

益)、経常損失は６百万円(前年同期は41百万円の利益)、四半期純損失は54百万円(前年同期は18百万円

の利益)となりました。 

  
当第３四半期連結累計期間におけるセグメントごとの業績は、次のとおりです。 

  

日本 

政府の経済対策の効果により、引き続き円安・株高が進行して、輸出関連の企業業績も回復傾向にあ

るほか、昨秋には2020年の東京オリンピック開催が決定され、先行きへの期待感は一層高まりつつあり

ますが、足元では、所得環境の回復が感じられない中、円安による食料品など生活必需品の価格上昇も

あって、個人消費の回復にはばらつきがあり、衣料品や手作りホビー関連は節約志向が根強くデフレ傾

向から脱却できません。 

その上、円安に伴う輸入原材料価格やエネルギーコストの上昇が、製造原価を押し上げるなど、当セ

グメントのとりわけ生産面においては厳しい状況が続いております。 

このような中、当社グループは、昨秋、国内の工業用縫い糸の販売価格改正を実施し、これに伴う駆

け込み受注もあったことから、当セグメントの売上高は3,962百万円(前年同期比4.2％増)となりまし

た。 

また利益面では、売上高の増加や販管費の減少など、諸策の成果による増益要因もありましたが、製

造原価の上昇傾向により、損失幅は徐々に縮小傾向にはあるものの、セグメント損失は90百万円(前年

同期は107百万円の損失)となりました。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 業績の状況
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なお、当社グループにおいては、事業年度の末日を、当社は３月末日、国内子会社は１月末日と定め

ており、当第３半期連結累計期間には、当社の平成25年４月から12月まで、国内子会社は平成25年２月

から10月までの業績が連結されております。 

  
アジア 

当セグメントに属する当社グループの海外子会社は、事業年度の末日を12月末日と定めており、当第

３四半期連結累計期間には、平成25年１月から９月までの業績が連結されております。 

当期間のアジア地域の縫製につきましては、中国における様々なリスクや人件費の上昇などを回避す

るために、特に量産衣料品を中心に、より安価な労働力が確保できる東南アジア諸国への分散傾向が続

いており、中国における縫製業は競争が激化するとともに、沿海部からの移動や淘汰も進行しつつあり

ます。 

当社グループは、中国においては、衣料用に加え、自動車関連分野にも領域を広げると共に、引き続

ききめ細かなサービスや高い品質を武器に販売努力を続けました。また平成23年以降、タイおよびベト

ナムに販売会社を設立して、アセアン諸国に分散傾向にある縫製市場への対策も進めつつあり、徐々に

その成果も表れてきております。これらに加え、円安による影響もあって当セグメントの売上高は

1,201百万円(前年同期比35.7％増)となりました。 

しかしながら利益面につきましては、原材料価格や人件費の上昇、アジア事業拡大のための先行的な

経費負担もあって、セグメント利益は65百万円(前年同期比38.9％減)にとどまりました。 

なお、平成23年にタイ国サハ・グループとの合弁で設立した持分法適用関連会社FUJIX

INTERNATIONAL Co.,Ltd.は、平成25年８月に増資を行い、主に当社がこれを引き受けて連結子会社とな

ったことにより、当第３四半期連結会計期間より、同社の業績が当セグメントの業績に連結されており

ます。 

  

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は66百万円であります。 

  

設備の新設計画の完成 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設及び除去等について、当第３四半期連結

累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。 

上海富士克制線有限公司の新生産設備の完成予定年月を平成25年９月より平成26年２月に変更してお

ります。 

また、これに伴い旧生産設備の除却等の予定年月を平成25年９月より平成26年２月に変更しておりま

す。 

 (2) 研究開発活動

 (3) 主要な設備
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,945,000

計 19,945,000
 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,340,465 7,340,465
東京証券取引所 
(市場第二部)

単元株式数は、1,000株 
であります。

計 7,340,465 7,340,465 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日

― 7,340,465 ― 923,325 ― 758,014
 

(6) 【大株主の状況】
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  平成25年12月31日現在

  (注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式963株が含まれております。 

  

平成25年12月31日現在

  

該当事項はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式          ―         ― ―

議決権制限株式(自己株式等)          ―         ― ―

議決権制限株式(その他)          ―         ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 450,000

 

        ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,852,000
 

6,852 ―

単元未満株式 普通株式 38,465
 

        ― ―

発行済株式総数 7,340,465         ― ―

総株主の議決権          ― 6,852 ―
 

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

 (自己保有株式) 
株式会社フジックス

京都府京都市北区 
平野宮本町５番地

450,000 ― 450,000 6.13

計 ― 450,000 ― 450,000 6.13
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,701,163 2,656,120

受取手形及び売掛金 ※  1,394,206 ※  1,547,920

電子記録債権 － 45,336

たな卸資産 2,892,320 3,099,278

その他 96,620 135,254

貸倒引当金 △8,746 △11,589

流動資産合計 7,075,563 7,472,321

固定資産   

有形固定資産 1,795,436 1,892,874

無形固定資産   

のれん － 10,935

その他 184,430 197,932

無形固定資産合計 184,430 208,867

投資その他の資産   

投資その他の資産 1,467,491 1,617,853

貸倒引当金 △5,111 △4,998

投資その他の資産合計 1,462,379 1,612,854

固定資産合計 3,442,246 3,714,597

資産合計 10,517,809 11,186,919

負債の部   

流動負債   

買掛金 570,702 711,801

未払法人税等 46,152 47,600

賞与引当金 66,492 27,765

移転損失引当金 95,602 111,245

その他 423,823 316,827

流動負債合計 1,202,774 1,215,241

固定負債   

長期借入金 41,070 229,354

退職給付引当金 83,286 74,614

役員退職慰労引当金 174,637 182,933

資産除去債務 20,330 20,384

その他 394,237 473,823

固定負債合計 713,561 981,109

負債合計 1,916,336 2,196,351
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 923,325 923,325

資本剰余金 758,014 758,014

利益剰余金 6,276,511 6,132,670

自己株式 △106,429 △106,917

株主資本合計 7,851,421 7,707,091

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 235,586 375,019

為替換算調整勘定 61,491 279,800

その他の包括利益累計額合計 297,078 654,819

少数株主持分 452,974 628,656

純資産合計 8,601,473 8,990,567

負債純資産合計 10,517,809 11,186,919
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 4,687,021 5,163,511

売上原価 3,316,345 3,760,354

売上総利益 1,370,675 1,403,156

販売費及び一般管理費 1,357,474 1,425,792

営業利益又は営業損失（△） 13,201 △22,635

営業外収益   

受取利息 4,151 9,291

受取配当金 16,403 19,571

その他 33,286 23,844

営業外収益合計 53,841 52,706

営業外費用   

支払利息 3,011 5,678

為替差損 7,387 24,432

持分法による投資損失 12,244 3,542

その他 2,991 2,937

営業外費用合計 25,634 36,590

経常利益又は経常損失（△） 41,407 △6,519

特別利益   

固定資産売却益 － 66

受取補償金 125,400 －

特別利益合計 125,400 66

特別損失   

固定資産除却損 546 41

移転損失 8,070 －

特別損失合計 8,616 41

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

158,191 △6,495

法人税、住民税及び事業税 29,929 36,972

法人税等調整額 52,136 △8,617

法人税等合計 82,065 28,355

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

76,125 △34,850

少数株主利益 57,586 19,357

四半期純利益又は四半期純損失（△） 18,539 △54,207
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

76,125 △34,850

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 30,780 139,432

為替換算調整勘定 △9,011 294,878

持分法適用会社に対する持分相当額 786 463

その他の包括利益合計 22,555 434,774

四半期包括利益 98,681 399,924

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 42,354 303,533

少数株主に係る四半期包括利益 56,326 96,391
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従来、持分法適用関連会社であったFUJIX INTERNATIONAL Co.,Ltd.は、株式の追加取得により子会社

となったため、第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を平成

25年６月30日としているため、FUJIX INTERNATIONAL Co.,Ltd.の第２四半期決算日である平成25年６月

30日以前の業績は、持分法による投資損失として計上しております。 

  

    ※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(四半期連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 

(平成25年12月31日)

受取手形 31,157千円 37,082千円
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 

  至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 

  至 平成25年12月31日)

減価償却費 145,013千円 139,238千円

のれんの償却額 5,005千円 138千円

負ののれんの償却額 3,064千円 3,064千円
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前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 86,154 12.5 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会

普通株式 86,137 12.5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注)  １．セグメント利益又は損失の調整額14,378千円は、セグメント間取引消去によるものです。 

 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

           (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額 

(注)１

四半期連結損益

計算書計上額 

(注)２日本 アジア 計

売上高          

 外部顧客への売上高 3,801,994 885,026 4,687,021 ― 4,687,021

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高
278,773 393,390 672,164 △672,164 ―

計 4,080,768 1,278,417 5,359,185 △672,164 4,687,021

セグメント利益又は損失

(△)
△107,571 106,394 △1,177 14,378 13,201
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注)  １．セグメント利益又は損失の調整額3,205千円は、セグメント間取引消去によるものです。 

 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 当社は、平成25年８月19日付で、タイ王国にて縫製用ミシン糸の販売業を営む持分法適用関連会社

であるFUIX INTERNATIONAL Co.,Ltd.の増資を引き受けることにより株式を追加取得し、みなし取得

日を平成25年６月30日として連結の範囲に含めております。 

 これにより、前連結会計年度の末日に比べ、「アジア」のセグメント資産が261,686千円増加して

おります。 

  
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

  
(のれんの金額の重要な変動) 

平成25年８月19日付で、持分法適用関連会社であるFUIX INTERNATIONAL Co.,Ltd.の株式を追加取

得し、平成25年６月30日をみなし取得日として連結の範囲に含めております。 

なお、当該事象によるのれんの増加額は、「アジア」セグメントにおいて、10,935千円でありま

す。 

           (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額 

(注)１

四半期連結損益

計算書計上額 

(注)２日本 アジア 計

売上高          

 外部顧客への売上高 3,962,103 1,201,408 5,163,511 ― 5,163,511

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高
299,250 471,129 770,379 △770,379 ―

計 4,261,353 1,672,537 5,933,890 △770,379 5,163,511

セグメント利益又は損失

(△)
△90,846 65,005 △25,840 3,205 △22,635
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１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額(△)

２円69銭 △７円87銭

 (算定上の基礎)    

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)
(千円)

18,539 △54,207

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期
純損失金額(△)(千円)

18,539 △54,207

普通株式の期中平均株式数(株) 6,891,822 6,890,163
 

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月14日

株式会社フジックス 

取締役会  御中 

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社フジックスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジックス及び連結子会社の平成
25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

三優監査法人
 

代 表 社 員 
業務執行社員

  公認会計士    鳥 居  陽        印
 

業務執行社員   公認会計士    坂 下 藤 男       印
 

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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